
 

 

本件事故当時、富岡町に居住していた申立人らが、避難費用（移動費用、

生活費増加費用及び家具等購入費用）、避難による精神的損害、就労不能損害、

検査費用及び除染費用等の損害賠償を求めた事例。

和 解 契 約 書 

原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件(以下「本件」

という。）について、申立人Ｘ１、同Ｘ２及び同Ｘ３（併せて、以下「申立人ら」

という。）と被申立人東京電力株式会社（以下「被申立人」という。）は、次の

とおり和解する。 

第１ 和解の範囲 

１ 申立人Ｘ１について 

申立人Ｘ１と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に

限る。）について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効

力が及ばないことを相互に確認する。 

記 

損害項目 （１） 検査費用（人） 

（２） 避難費用 

① 移動交通費 

  ② 家財道具移動費用 

③ 避難先の駐車場代 

④ スマートフォン代 

⑤ 家財道具の購入費 

⑥ 被服費 

⑦ 通信費の増加分 

⑧ 避難先での交通費 

⑨ 夏タイヤ代 

⑩ 簡易車庫代 

⑪ 洗車代 

（３） 一時立入費用 

（４） 精神的損害 

（５） 就労不能等に伴う損害 

（６） 検査費用（物） 

（７） 除染費用 

（８） （１）ないし（７）についての弁護士費用 

期  間  自 平成２３年３月１１日 

至 平成２３年１１月３０日 

２ 申立人Ｘ２について 

申立人Ｘ２と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に

限る。）について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効

力が及ばないことを相互に確認する。 

記 



損害項目 （１） 生命･身体的損害 

（２） 精神的損害 

（３） 就労不能等に伴う損害 

（４） （１）ないし（３）についての弁護士費用 

期  間  自 平成２３年３月１１日 

至 平成２３年１１月３０日 

３ 申立人Ｘ３について 

申立人Ｘ３と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に

限る。）について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効

力が及ばないことを相互に確認する。 

記 

損害項目 （１） 精神的損害 

（２） （１）についての弁護士費用 

期  間  自 平成２３年３月１１日 

至 平成２３年１１月３０日 

第２ 和解金額 

１ 申立人Ｘ１について 

被申立人は、申立人Ｘ１に対し、第１の１所定の損害項目（同項所定の

期間に限る。）に対する和解金として、合計金４，３１８，１４０円の支払

義務があることを認める。 

（内訳）（１） 検査費用（人）           金２２，０００円 

（２） 避難費用 

① 移動交通費           金７６，０００円 

② 家財道具移動費用        金２８，０００円 

③ 避難先の駐車場代        金４８，０５２円 

④ スマートフォン代        金５２，７７３円 

⑤ 家財道具の購入費       金４５９，６２１円 

⑥ 被服費            金３００，０００円 

⑦ 通信費の増加分         金３８，３３６円 

⑧ 避難先での交通費       金１７６，２７１円 

⑨ 夏タイヤ代          金２１０，０００円 

⑩ 簡易車庫代           金６０，０００円 

⑪ 洗車代             金１７，９５５円 

（３） 一時立入費用          金１７２，０００円 

（４） 精神的損害           金９２０，０００円 

（５） 就労不能等に伴う損害    金１，５４３，９３２円 

（６） 検査費用（物）          金３２，６００円 

（７） 除染費用             金３４，８２９円 

（８） （１）ないし（７）についての弁護士費用 

金１２５，７７１円 

２ 申立人Ｘ２について 

被申立人は、申立人Ｘ２に対し、第１の２所定の損害項目（同項所定の



期間に限る。）に対する和解金として、金１，５３０，８３５円の支払義務

があることを認める。 

（内訳）（１） 生命･身体的損害          金３６，２５０円 

（２） 精神的損害            金９２０，０００円 

（３） 就労不能等に伴う損害       金５２９，９９８円 

（４） （１）ないし（３）についての弁護士費用 

金４４，５８７円 

３ 申立人Ｘ３について 

被申立人は、申立人Ｘ３に対し、第１項の３所定の損害項目（同項所定

の期間に限る。）に対する和解金として、金９４７，６００円の支払義務が

あることを認める。 

（内訳）（１） 精神的損害           金９２０，０００円 

（２） （１）についての弁護士費用    金２７，６００円 

第３ 仮払金 

１ 申立人Ｘ１及び被申立人は、被申立人が申立人Ｘ１に対し、仮払金とし

て１，５４３，９３２円を支払済みであることを相互に確認する。 

２ 申立人Ｘ２及び被申立人は、被申立人が申立人Ｘ２に対し、仮払金とし

て５２９，９９８円を支払済みであることを相互に確認する。 

第４ 支払方法 

（省略） 

第５ 清算条項 

１ 申立人ら及び被申立人は、第１の１（１）ないし（３）及び（５）ない

し（７）並びに第１の２（１）及び（３）に掲げる損害項目（当該期間に

限り、その遅延損害金を含む。）については、本和解に定めるもののほか、

申立人らと被申立人との間には何らの債権債務がないことを相互に確認す

る。 

２ 被申立人が申立人らに支払っている仮払補償金１，９００，０００円に

ついては、第４の和解金の支払いからは控除しないものとし、被申立人の

申立人らに対する損害賠償債務の金額が確定したとき又は被申立人と申立

人らとの間で行う次回以降の和解において控除の対象とすることとする。 

第６ 手続費用 

   本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被申

立人が記名又は署名押印の上、申立人Ｘ１が１通を、被申立人が１通を、それ

ぞれ保有するものとする。また、被申立人は、本和解契約書の写し１通を、原

子力損害賠償紛争解決センターに交付する。 

平成２４年９月２８日 

 

 

（仲介委員長 円井義弘、仲介委員 北尾哲郎、同 廣瀬健一郎） 


